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名護東道路延伸（本部方面）に係る計画段階環境配慮書に対する知事意見 
 

名護東道路延伸（本部方面）の事業（以下「本配慮書対象事業」という。）は、名護～本部町間

の観光産業、産業・物流、安心・安全、災害・通行規制、交通渋滞・交通事故に関する課題を解決

するために、観光地アクセス・周遊性の向上、物流の効率化、災害時も通行できる道路の確保及

び道路交通環境（渋滞・事故）の改善を政策目標に設定し、より良い地域づくりに寄与すること

を目的としている。 
本配慮書対象事業については、令和３年３月の沖縄ブロック新広域道路交通計画に位置付けら

れた後、令和６年４月に当該年度から概略ルート・構造の検討に着手することが発表された。そ

の後、内閣府沖縄総合事務局（以下「本配慮書事業者」という。）が計画段階評価の手続を進めて

おり、地域住民等へのアンケート調査や関係する地方公共団体の長からの意見、社会資本整備審

議会道路分科会沖縄地方小委員会（以下「地方小委員会」という。）の意見等を踏まえルート帯案

の検討などを行っている。 
本計画段階環境配慮書（以下「本配慮書」という。）では、政策目標や道路整備による影響（生

活環境、自然環境、事業費等）を踏まえ、名護市伊差川を起点として本部町浦崎を終点とする全

線バイパスルート（２車線）のＡ案（約 14km）と名護市伊差川を起点として本部町渡久地を終点

とするバイパス（２車線）と現道改良ルート（４車線）を合わせたＢ案（約 13km）の２案が示さ

れている。２案の事業実施想定区域（以下「想定区域」という。）は、いずれも名護市、本部町及

び今帰仁村で構成されている。 
事業の実施に伴う土地の改変は、いったん実施されると現況の自然環境への回復が困難な不可

逆性の高い行為であることから、配慮書手続の前段階における事業の必要性や複数案の検討にお

いて、適切な環境配慮を組み込むことが重要であるが、本配慮書には、配慮書手続の前段階にお

ける検討の経緯や内容等について詳細に示されていない。 
また、想定区域及びその周辺には、極めて重要な地形・地質である「山里の円錐カルスト」が

存在する。さらに、想定区域及びその周辺には、住居、教育施設、社会福祉施設、文化施設等が存

在するとともに、想定区域の一部は、自然公園法（昭和 32 年法律第 161 号）に基づき指定された

沖縄海岸国定公園の第３種特別地域及び普通地域となっている。このため、本配慮書対象事業の

実施により、大気環境や地形・地質、景観等への影響が懸念される。 
配慮書手続では、事業計画の検討段階を対象としており、事業の早期段階において、より柔軟

な環境配慮を講じることによって効果的に環境影響の回避・低減を図ることを目的としているこ

とから、今後、配慮書対象事業を実施する区域の位置、配慮書対象事業の規模又は配慮書対象事

業に係る建造物等の構造若しくは配置（以下「位置等」という。）を選定する際には、懸念される

環境への影響について十分に配慮する必要がある。 
ついては、以上の内容を踏まえ、下記に示す事項を実施すること。 
くわえて、沖縄県では、沖縄２１世紀ビジョンの将来像の実現に向けた取組としてＳＤＧｓを

推進することとしており、環境影響評価制度はＳＤＧｓが目指す持続可能な開発に資するもので

あることから、本事業に係る環境影響評価に当たっては、ＳＤＧｓの理念に基づき、適切に実施

していただきたい。 
 
 
 
 

別添 
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記 

 

１ 総論 

(1) 計画段階評価の手続における検討経緯等について 

本配慮書対象事業は、本配慮書事業者において「構想段階における道路計画策定プロセス

ガイドライン」（平成 25 年、国土交通省道路局）に基づく計画段階評価の手続が行われてい

る。同計画段階評価の手続では、地方小委員会において複数のルート帯案について社会面や

環境面等から検討を行い、第３回地方小委員会（令和７年３月 10 日開催）の結論として「名

護東道路延伸（本部方面）の対応方針（案）【全線バイパスルート案】が妥当である。」とされ

ているが、本配慮書対象事業の位置等の選定に当たっては本配慮書手続の内容も踏まえると

ともに、環境影響評価方法書（以下「方法書」という。）において、計画段階評価におけるル

ート帯案の設定に係る検討の経緯及び内容並びに計画段階評価における地域住民等へのアン

ケート調査、関係する地方公共団体からの意見、地方小委員会での有識者の意見等の内容及

び対応状況を可能な限り詳細に記載すること。 

 

(2) 本配慮書の複数案の検討経緯等について 

沖縄県環境影響評価技術指針（平成 13 年告示第 678 号）において、配慮書事業者は、位置

等に関する複数案を適切に設定するものとされているが、本配慮書には複数案の検討経緯等

が詳細に示されていない。また、本配慮書に示された地域の現状と課題において、今後、対

象地域の人口は減少すること、沖縄北部テーマパーク事業（ジャングリア）の開業による交

通渋滞が懸念されることなどが示されているが、これらを見込んだ交通量の変化が示されて

おらず、本配慮書対象事業の必要性や事業実施による地域の課題解決の程度が不明である。

ついては、方法書に以下の事項を可能な限り詳細に記載すること。 

ア 道路の建設事業以外では目的を達成し得ないと判断した根拠並びに代替案の事業及び本

事業を実施しない案の検討の内容 

イ 複数案の設定に係る検討の経緯及び内容 

ウ 複数案ごとの計画交通量や複数案ごとの地域の課題解決の程度等を踏まえた本配慮書対

象事業の必要性 

エ 本配慮書の作成に係る有識者への意見聴取の内容、意見及び意見への対応状況 

  

(3) 関係機関等との調整について 

事業計画の今後の検討に当たっては、関係機関等と調整を十分に行うこと。 

 

２ 各論 

  本配慮書対象事業の位置等は、以下の事項を踏まえ、環境への影響を可能な限り回避又は低

減するよう選定すること。 

(1) 大気環境 

ア 想定区域及びその周辺には、住居、教育施設、社会福祉施設及び図書館等の文化施設が

存在する。本配慮書対象事業の実施に伴う自動車の走行による大気汚染物質及び騒音の発

生により、これらの施設への重大な影響が懸念されることから、道路を住居及びこれらの

施設から離隔をとること等により、大気環境への影響を可能な限り回避又は低減すること。 

イ 自動車交通騒音の状況について、想定区域周辺の道路（一般国道 58 号線及び一般国道
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449 号）において、一部住居で昼間及び夜間の環境基準を達成していないことから、可能な

限り想定区域周辺の道路における自動車交通騒音の状況を改善するよう検討を行うこと。 

 

(2) 水環境 

想定区域及びその周辺には、河川、海域及び井戸・湧水や、森林法（昭和 26 年法律第 249

号）に基づき指定された水源かん養保安林が存在しており、本配慮書対象事業の実施に伴う

土地の改変により、これらの水環境の悪化等の重大な影響が懸念されることから、河川、海

域及び井戸・湧水から離隔をとること、水源かん養保安林の改変を避けること等により、水

環境への影響を可能な限り回避又は低減すること。 

 

(3) 地形・地質について 

ア 想定区域（Ａ案）には、「日本の地形レッドデータブック」（平成 12 年、小泉・青木編）

に掲載された極めて重要な地形・地質である「山里の円錐カルスト」が存在している。ま

た、この円錐カルストを適切に保全するためには、円錐カルストの形成に作用している地

下水の動きも含めて保全することが重要である。 

本配慮書対象事業の実施に伴う土地の改変や道路の存在により、重要な地形・地質であ

る円錐カルストや地形プロセス（地形を形成する作用）の消失等の重大な影響が懸念され

ることから、保全する必要のある範囲を確認するため、専門家等に助言を受け、必要に応

じて現地調査を実施した上で、その結果を踏まえ、当該範囲の改変を避けること等により、

重要な地形・地質への影響を最大限回避又は極力低減すること。 

  イ 想定区域（Ａ案及びＢ案）の一部は、自然公園法に基づく沖縄海岸国定公園の普通地域

に、想定区域（Ａ案）の一部は同国定公園の第３種特別地域に指定されている。 

当該特別地域には、自然景観上重要な要素となっているポリエ等のカルスト地形を構成

する溶食凹地や、その形成過程が特異な鍾乳洞が存在しており、これらは当該特別地域の

風致を維持するため重要なものとなっている。 

 本配慮書対象事業の実施に伴う土地の改変及び道路の存在により、当該特別地域の自然

景観上重要な要素の消失等が懸念されることから、当該特別地域の改変を避けること等に

より、地形・地質への影響を可能な限り回避又は低減すること。 

 

(4) 陸域植物について 

想定区域（Ａ案及びＢ案）では、環境省による第４回及び第５回自然環境基礎調査におい

て重要な巨樹・巨木林が確認されており、想定区域（Ａ案）では、環境省による第２回自然

環境基礎調査において重要な植物群落である「本部町渡久地御願の御嶽林」が確認されてい

る。本配慮書対象事業の実施に伴う土地の改変により、重要な巨樹・巨木林や重要な植物群

落の消失等の影響が懸念されることから、重要な巨樹・巨木林や重要な植物群落の改変を避

けること等により、陸域植物への影響を可能な限り回避又は低減すること。 

 

(5) 生態系について 

 想定区域及びその周辺には、一般財団法人コンサベーション・インターナショナル・ジャ

パンの示す生物多様性重要地域（以下、「KBA」という。）が存在しており、本配慮書対象事業

の実施に伴う土地の改変により、生物多様性の保全上重要な地域の消失等の影響が懸念され

ることから、KBA の改変を避けること等により、生態系への影響を回避又は低減すること。 
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(6) 景観について 

   想定区域の一部は、自然公園法に基づき指定された沖縄海岸国定公園の第３種特別地域及

び普通地域となっており、想定区域周辺には、本部大橋、同国定公園の利用施設計画に位置

付けられている園地や野営場等の主要な眺望点及び視点場が存在する。また、想定区域及び

その周辺には、海洋博公園地域、円筒丘（カルスト地形）等の景観資源が存在する。本配慮

書対象事業の実施に伴う土地の改変及び道路の存在により、景観資源の消失、景観の価値の

減少等の重大な影響が懸念されることから、主要な眺望点及び視点場の状況や道路の存在に

よる眺望景観の変化の程度を踏まえ、道路を主要な眺望点及び視点場から離隔をとること、

景観資源の改変を避けること等により、景観への影響を可能な限り回避又は低減すること。 
 

(7) 人と自然との触れ合い活動の場について 

想定区域及びその周辺には、森林法に基づき指定された保健保安林が、想定区域周辺には、

自然公園法に基づき指定された沖縄海岸国定公園の利用施設計画に位置付けられている園地

や野営場等の人と自然との触れ合い活動の場が存在しており、本配慮書対象事業の実施に伴

う土地の改変、自動車の走行及び道路の存在により人と自然との触れ合い活動の場の消失、

人と自然との触れ合い活動の場の利用環境の悪化等の重大な影響が懸念されることから、道

路を人と自然との触れ合い活動の場から離隔をとること等により、人と自然との触れ合い活

動の場への影響を可能な限り回避又は低減すること。 

 

(8) 歴史的・文化的環境について 

想定区域には、歴史的・文化的環境として埋蔵文化財包蔵地及び御嶽・拝所が存在するこ

とから、本配慮書対象事業の実施に伴う土地の改変や道路の存在により、歴史的・文化的環

境の消失、現状変更等の重大な影響が懸念されることから、歴史的・文化的環境の改変を避

けること等により、歴史的・文化的環境への影響を可能な限り回避又は低減すること。 

 

(9) 土地の改変に伴う自然環境への影響について 

想定区域には、森林法に基づき指定された土砂崩壊防備保安林、砂防法（明治 30 年法律第

29 号）に基づき指定された砂防指定地、急傾斜地の崩落による災害の防止に関する法律（昭

和 44 年法律第 57 号）に基づき指定された急傾斜地崩壊危険地区、土砂災害警戒区域等にお

ける土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成 12 年法律第 57 号）に基づき指定された土

砂災害特別警戒区域及び「山地災害危険地区調査要領」（平成 28 年、林野庁）に基づき指定

された山腹崩壊危険地区といった土砂の崩落又は流出の可能性の高い箇所が存在する。また、

想定区域の土壌分布は、主に国頭マージ、一部で島尻マージ等となっている。 

事業の実施に伴う土地の改変による土砂及び濁水の流出により、動植物の生息・生育環境

及び河川等の自然環境に対し、影響が懸念されることから、土砂の崩落又は流出の可能性の

高い箇所の改変を回避するとともに、土地の改変量を可能な限り抑制すること等により、自

然環境への影響を可能な限り回避又は低減すること。 

 

３ 方法書以降において講ずるべき措置について 

  今後の方法書以降の環境影響評価手続においては、少なくとも以下の措置を講ずること。 

(1)事業計画について 
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 工事の実施並びに施設の存在及び供用に係る環境保全措置の内容を含む事業計画について、

可能な限り詳細な内容を明らかにすること。 

 

(2)環境影響評価について 

環境影響評価の項目並びに調査、予測及び評価の手法の選定に当たっては、以下の事項を

踏まえること。 

ア 陸域植物について 

 維管束植物的自然史に関する文献目録（平成 23 年、立石・杉尾）に記載された名護市、

本部町及び今帰仁村の文献についても可能な限り文献調査を行い、その内容も踏まえ、現

地調査の手法を検討すること。 

イ 陸域動物について 

(ｱ) 名護博物館紀要「あじまぁ」25 号（令和５年、名護博物館）の「名護市の西部地域を

含む本部半島における鳥類の記録とその生息状況について」（令和５年、嵩原ら）も確認

した上で、その内容も踏まえ、現地調査の手法を検討すること。 

(ｲ) 洞窟性生物及び生息環境への影響を評価するために必要な調査、予測及び評価の手法  

を検討すること。 

ウ 赤土等による水の濁り、海域生物及び生態系について 

想定区域周辺（本部港周辺）では、環境省による第４回及び第５回自然環境基礎調査に

おいてサンゴ礁の分布が確認されている。事業の実施に伴い海域への濁水の流出のおそれ

がある場合には、環境影響評価項目として、赤土等による水の濁りに加え、海域生物及び

生態系の選定を検討すること。 

  エ 景観について 

 想定区域の縁部周辺には、漁港、集落まちなみ景観（特に満名川に規定された集落景観）、

中程周辺は森林、農地景観が展開していることから、眺望景観への影響だけでなく、囲繞

景観への影響についても配慮が必要である。囲繞景観に係る調査、予測及び評価の手法の

検討に当たっては、以下の点を踏まえること。 

(ｱ)  重要な巨樹・巨木林及び御嶽林は、身近な景観資源としての配慮が必要となることか

ら、これらを景観資源として追加すること。 

(ｲ)  各市町村の景観計画等を確認し、地域を特徴づける景観や景観資源の状況について

整理すること。 

(ｳ)  沖縄風景街道「美ら海とやんばるの風景海道」に設定され観光ルートとなっている県

道 84号線や、想定区域近郊の集落（学校、公民館）、運動公園等から視点場を抽出する

こと。 

 

(3) 沖縄北部テーマパーク事業について 

   想定区域周辺では、沖縄県環境影響評価条例（平成 12 年条例第 77 号）に基づき環境影響

評価手続を行った沖縄北部テーマパーク事業（ジャングリア）の開業が予定されている。当

該事業が開業した場合、想定区域及びその周辺の交通量の増加等により、周辺環境の状況が

変化する可能性がある。 

ついては、当該事業の環境影響評価等で明らかとなった情報、事業計画、事業の実施状況

等に係る情報の収集に努め、これらの情報を踏まえ、本事業の環境影響評価を実施すること。 


